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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第３四半期連結
累計期間

第41期
第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

第41期
第３四半期連結
会計期間

第40期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,353,8703,140,8941,766,4851,033,6816,767,653

経常利益（千円） 317,062 130,037 80,344 23,122 412,568

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
300,526 27,180 81,126 △23,994 434,319

純資産額（千円） － － 6,434,1466,612,8626,567,223

総資産額（千円） － － 22,789,54214,193,02222,541,528

１株当たり純資産額（円） － － 122.69 126.56 125.37

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

5.94 0.54 1.60 △0.47 8.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 27.2 45.1 28.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
701,856 362,046 － － 1,022,848

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
151,764△95,368 － － 105,665

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△591,796△198,279 － － △799,499

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,229,870861,9061,296,087

従業員数（人） － － 109 105 109

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。ただし、一部免税事業者である連結子会社の消費税等が含まれて

おります。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について主要な

変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 105     

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 66     

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）でありま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

セグメントの名称　

 当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　

（千円） 前年同四半期比（％）

建設事業 534,108 131.6　

開発・ＰＩ事業 － －

アセットマネジメント事業 － －

　報告セグメント計 534,108 131.6

その他 1,583 128.0

合計 535,691 131.6

（注）　当社グループでは原則建設事業以外は受注生産を行っておりません。

　

(2）売上高

セグメントの名称　

 当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　

（千円） 前年同四半期比（％）

建設事業 733,806 62.5

開発・ＰＩ事業 96,556 49.6

アセットマネジメント事業 180,291 48.4

　報告セグメント計 1,010,654 58.0

その他 23,027 90.8

合計 1,033,681 58.5

　（注）１．当社グループでは原則建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。

４．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間

　 建設事業 静岡県 457,000千円　 25.9％　

当第３四半期連結会計期間

　 建設事業 石川建設株式会社 241,062千円　 23.3％　

５．売上高に消費税等は含んでおりません。ただし、一部免税事業者である連結子会社の消費税等が含まれてお

ります。
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　なお、参考のため、提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

受注高（契約高）及び施工高の状況

(1）受注高、売上高及び繰越高

期別　 区分
期首繰越高
（千円）

期中受注高
（千円）

計（千円）
期中売上高
（千円）

期末繰越高
（千円）

　前第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

　至平成21年12月31日）　

建築工事 2,319,145353,6582,672,8041,040,5311,632,273

土木工事 40,800 － 40,800 3,798 37,001

計 2,359,945353,6582,713,6041,044,3291,669,275

開発・ＰＩ事

業
18,000141,674159,674159,674 －

アセットマネ

ジメント事業
－ － － 41,100 －

合計　 2,377,945495,3332,873,2791,245,1041,669,275

　当第３四半期会計期間

（自平成22年10月１日

　至平成22年12月31日）　

建築工事 2,177,595414,4152,592,011645,0001,947,010

土木工事 31,880 － 31,880 － 31,880

計 2,209,475414,4152,623,891645,0001,978,890

開発・ＰＩ事

業
－ 24,733 24,733 24,733 －

アセットマネ

ジメント事業
－ － － 18,484 －

合計　 2,209,475439,1492,648,625688,2191,978,890

前事業年度

（自平成21年４月１日

　至平成22年３月31日）　

建築工事 3,521,1231,459,1234,980,2463,623,2451,357,001

土木工事 26,000 18,500 44,500 19,946 24,553

計 3,547,1231,477,6235,024,7463,643,1911,381,555

開発・ＰＩ事

業
－ 476,563476,563476,563 －

アセットマネ

ジメント事業
－ － － 156,894 －

合計　 3,547,1231,954,1875,501,3104,276,6501,381,555

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注高にその

増減額を含んでおります。したがって期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２．建設事業の期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）であります。

３．上記記載の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

至平成21年12月31日）　　　

建築工事　 113,160 240,498 353,658

土木工事 － － －

計　 113,160 240,498 353,658

当第３四半期会計期間

（自平成22年10月１日

至平成22年12月31日）　　　

建築工事　 1,221 413,194 414,415

土木工事 － － －

計　 1,221 413,194 414,415

　（注）上記記載の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）売上高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

至平成21年12月31日）

建築工事 528,730 511,800 1,040,531

土木工事 3,798 － 3,798

計 532,528 511,800 1,044,329

開発・ＰＩ事業 － 159,674 159,674

アセットマネジメン

ト事業
－ 41,100 41,100

合計 532,528 712,575 1,245,104

当第３四半期会計期間

（自平成22年10月１日

至平成22年12月31日）

建築工事 50,248 594,752 645,000

土木工事 － － －

計 50,248 594,752 645,000

開発・ＰＩ事業 － 24,733 24,733

アセットマネジメン

ト事業
－ 18,484 18,484

合計 50,248 637,970 688,219

　（注）１．上記記載の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間の完成工事のうち請負金額３億円以上の主なもの

・静岡県　　　　　　　　平成20年度中伊豆地区新構想高等学校(仮称)体育館建築工事

３．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。

前第３四半期会計期間

・静岡県　　　　　　　　457,000千円　　43.8％

当第３四半期会計期間

・石川建設株式会社 　 　241,062千円　　37.4％

 

(4）手持工事高（平成22年12月31日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

建築工事 160,887 1,786,122 1,947,010

土木工事 8,880 23,000 31,880

計 169,767 1,809,122 1,978,890

　（注）１．上記記載の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

 ・石川建設株式会社 伊豆高原十字の園移転改築整備事業 平成23年３月完成予定

　 ・三島市 三島市立長伏小学校校舎棟及び屋内運動場耐震補強工事 平成24年２月完成予定　

 

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国における経済の成長や政府の経済対策の効果により、一

部の業種に企業収益の改善が見られるものの雇用情勢や個人消費は依然として厳しい状況で推移し、さらには円高や

デフレが続くなど、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当社グループの主たる事業領域である建設業界は、新設住宅着工戸数の低迷が続く等、民間建設投資も回復に向か

うことなく公共建設投資は減少し、全般的に厳しい状況で推移いたしました。

開発・ＰＩ（プリンシパル・インベストメント以下　ＰＩという。）事業及びアセットマネジメント事業領域は、不

動産取引の改善の兆しが見られるものの、取引の停滞傾向が払拭されるまでには至らず、先行きの不透明な状況が続

いております。

このような状況の下で、当社グループの当第３四半期連結会計期間の売上高は1,033百万円（前年同期比41.5％

減）となり、これに伴い営業総利益が減少し、経費の削減により販売費及び一般管理費は減少いたしましたが、営業利

益は54百万円（前年同期比59.1％減）となりました。

経常利益は、営業利益の減少等により23百万円（前年同期比71.2％減）となりました。

また、四半期純損失は、特別損失として減損損失を計上したこと等により23百万円（前年同期は81百万円の利益）

となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①建設事業

建設事業につきましては、引き続き「上質な木の家」を積極的にＰＲする等、住居系建設受注の拡大強化を推進

してまいりましたが建設事業の売上高は733百万円（前年同期比37.5％減）となり、営業利益は30百万円（前年同

期比73.5％増）となりました。

②開発・ＰＩ事業　

開発・ＰＩ事業につきましては、不動産市況が引き続き低迷する中で、継続的に小規模の宅地分譲等を中心とす

る営業活動を行ってまいりましたが開発・ＰＩ事業の売上高は96百万円（前年同期比50.4％減）となり、営業損失

は17百万円（前年同期は8百万円の損失）となりました。

③アセットマネジメント事業　

アセットマネジメント事業につきましては、連結不動産ファンドの合同会社ＡＳＮファーストが連結対象外に

なったことにより賃料収入が減少し売上高は180百万円（前年同期比51.6％減）となり、営業利益は売上総利益の

減少により88百万円（前年同期比47.6％減）となりました。 

④その他事業

その他事業につきましては、売上高は23百万円（前年同期比9.2％減）となり、営業利益は2百万円（前年同期比

0.4％増）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動におけるキャッシュ・フローは、11百万円の収入超過（前年同期は526百万円の収入超過）となり

ました。これは主に税金等調整前四半期純損失27百万円、売上債権の増加84百万円、販売用不動産の増加32百万

円等による支出がありましたが、減価償却費38百万円、減損損失52百万円、仕入債務の増加30百万円、長期営業

目的投資有価証券の減少23百万円、未成工事受入金の増加7百万円等の収入が上回ったことにより収入超過と

なりました。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、103百万円の収入超過（前年同期は49百万円の支出超過）となりま

した。これは主に使途制限預金の払戻しによる収入123百万円等により収入超過となりました。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、32百万円の支出超過（前年同期は105百万円の支出超過）となりま

した。これは主に短期借入金の減少25百万円、長期借入金の返済による支出4百万円等により支出超過となりま

した。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の四半期末残高は861百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち、株式会社ＡＳＮアセットマネジメントとの合併期日をもって大阪証

券取引所が定める「不適当な合併等に係る上場廃止基準」に基づく上場廃止に関する対処については、「第５　経

理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。　

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

① 重要な設備計画の変更及び完了　

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の売却につい

て完了したものは、次のとおりであります。

当社において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました賃貸マンションの売却については、平成22年10月

に完了いたしました。

② 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 売却予定時期
期末帳簿価額
(千円)　

有限会社ＡＳＮディベロップメント　

賃貸物件

(岩手県盛岡市)

　

アセットマネジメント

事業
平成23年１月 237,322

賃貸物件

(岩手県盛岡市)

　

アセットマネジメント

事業
平成23年１月 499,810

賃貸物件

(佐賀県鳥栖市)

　

アセットマネジメント

事業
平成23年２月 953,927

有限会社ＡＳＮサーブ

賃貸物件

(新潟市中央区)

　

アセットマネジメント

事業
平成23年１月 314,788

合同会社ＡＳＮセカンド

賃貸物件

(熊本県熊本市)

　

アセットマネジメント

事業
平成23年１月 3,316,241
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 51,224,916 51,224,916
大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)

単元株式数

1,000株

計 51,224,916 51,224,916 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－ 51,224,916 － 1,422,629 － 944,843

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 618,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,565,000 50,565 －

単元未満株式 普通株式 41,916 － －

発行済株式総数  51,224,916 － －

総株主の議決権  － 50,565 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数２個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ＡＳ-ＳＺＫｉ 静岡県三島市八反畑117番地の１ 618,000 － 618,000 1.20

計 － 618,000 － 618,000 1.20

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 76 79 67 62 50 70 65 64 63

最低（円） 67 55 55 51 38 43 49 52 49

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月31日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月31日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について霞が関監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 1,935,999

※2
 2,254,782

受取手形・完成工事未収入金 378,613 131,312

売掛金 89,056 79,613

販売用不動産 ※2
 939,667

※2
 1,014,614

未成工事支出金 46,448 50,969

材料貯蔵品 8,121 11,726

関係会社短期貸付金 330,000 330,000

繰延税金資産 34,683 34,683

その他 88,585 78,328

貸倒引当金 △10,680 △5,015

流動資産合計 3,840,495 3,981,016

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※1,※2
 3,490,462

※1,※2
 9,559,984

土地 ※2
 2,777,513

※2
 4,606,189

信託建物（純額） ※1,※2
 2,760,423

※1,※2
 2,803,002

信託土地 ※2
 909,331

※2
 909,331

その他（純額） ※1
 16,025

※1,※2
 116,458

有形固定資産合計 9,953,756 17,994,967

無形固定資産 58,641 73,247

投資その他の資産

その他 574,128 725,797

貸倒引当金 △234,000 △233,500

投資その他の資産合計 340,128 492,297

固定資産合計 10,352,526 18,560,512

資産合計 14,193,022 22,541,528
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 31,556 18,541

工事未払金 295,852 232,387

短期借入金 ※2,※4,※5
 1,299,856

※2,※4,※5
 12,375,556

関係会社短期借入金 － 1,075,000

リース債務 14,496 14,223

未払法人税等 8,924 14,552

未成工事受入金 125,877 60,289

賞与引当金 7,709 25,645

完成工事補償引当金 8,100 12,600

未払金 40,940 79,908

その他 85,421 80,044

流動負債合計 1,918,735 13,988,748

固定負債

社債 100,000 100,000

長期借入金 ※2
 3,113,842

※2
 125,884

関係会社長期借入金 1,548,045 797,810

リース債務 56,472 67,379

再評価に係る繰延税金負債 227,262 227,262

退職給付引当金 171,337 157,730

役員退職慰労引当金 153,054 141,858

債務保証損失引当金 129,000 129,000

資産除去債務 15,721 －

その他 146,689 238,632

固定負債合計 5,661,424 1,985,557

負債合計 7,580,159 15,974,305

純資産の部

株主資本

資本金 1,422,629 1,422,629

資本剰余金 5,060,112 5,089,533

利益剰余金 △211,076 △305,820

自己株式 △96,789 △96,703

株主資本合計 6,174,875 6,109,638

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,546 △3,009

土地再評価差額金 263,974 263,974

為替換算調整勘定 △28,663 △26,186

評価・換算差額等合計 229,764 234,778

少数株主持分 208,222 222,805

純資産合計 6,612,862 6,567,223

負債純資産合計 14,193,022 22,541,528
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 5,353,870 3,140,894

売上原価 4,161,700 2,332,223

売上総利益 1,192,169 808,671

販売費及び一般管理費 ※
 707,520

※
 536,730

営業利益 484,649 271,940

営業外収益

受取利息 14,979 11,572

受取配当金 541 －

受取保証料 16,477 15,143

その他 17,008 10,663

営業外収益合計 49,006 37,379

営業外費用

支払利息 209,635 166,546

その他 6,958 12,736

営業外費用合計 216,593 179,283

経常利益 317,062 130,037

特別利益

固定資産売却益 283 362

貸倒引当金戻入額 300 3,393

受取和解金 2,699 －

特別利益合計 3,282 3,756

特別損失

減損損失 － 52,888

固定資産除却損 － 42

投資有価証券評価損 － 59,629

訴訟損失引当金繰入額 22,716 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,708

その他 － 13,181

特別損失合計 22,716 135,450

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

297,627 △1,656

法人税、住民税及び事業税 8,643 13,438

過年度法人税等戻入額 － △29,810

法人税等調整額 － 2,116

法人税等合計 8,643 △14,254

少数株主損益調整前四半期純利益 － 12,598

少数株主損失（△） △11,541 △14,582

四半期純利益 300,526 27,180
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,766,485 1,033,681

売上原価 1,428,413 814,840

売上総利益 338,072 218,841

販売費及び一般管理費 ※
 205,650

※
 164,699

営業利益 132,422 54,141

営業外収益

受取利息 3,990 3,724

受取配当金 259 －

受取保証料 5,066 5,066

その他 6,495 2,675

営業外収益合計 15,811 11,466

営業外費用

支払利息 67,259 33,986

その他 629 8,499

営業外費用合計 67,889 42,485

経常利益 80,344 23,122

特別利益

固定資産売却益 － 362

貸倒引当金戻入額 － 2,602

特別利益合計 － 2,964

特別損失

減損損失 － 52,888

投資有価証券評価損 － 333

特別損失合計 － 53,221

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

80,344 △27,134

法人税、住民税及び事業税 3,126 3,677

法人税等調整額 － △436

法人税等合計 3,126 3,241

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △30,375

少数株主損失（△） △3,908 △6,381

四半期純利益又は四半期純損失（△） 81,126 △23,994
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

297,627 △1,656

減価償却費 92,805 206,933

減損損失 － 52,888

投資有価証券評価損益（△は益） － 59,629

有形固定資産売却損益（△は益） △283 △362

有形固定資産除却損 － 42

貸倒引当金の増減額（△は減少） △312 6,165

賞与引当金の増減額（△は減少） △15,631 △17,936

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △7,800 △4,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,798 13,606

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,138 11,195

訴訟損失引当金の増減額(△は減少) △20,000 －

受取利息及び受取配当金 △15,521 △12,139

支払利息 209,635 166,546

売上債権の増減額（△は増加） △74,045 △256,905

販売用不動産の増減額（△は増加） 527,325 55,759

未成工事支出金の増減額（△は増加） 395,321 4,521

材料貯蔵品の増減額(△は増加) 2,181 1,240

仕入債務の増減額（△は減少） △120,127 76,560

未成工事受入金の増減額（△は減少） △259,228 65,588

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,708

未収消費税等の増減額（△は増加） 58,085 △3,063

未払消費税等の増減額（△は減少） 24,577 △26,291

その他 △93,860 84,730

小計 995,409 492,262

利息及び配当金の受取額 17,715 8,926

利息の支払額 △221,344 △157,413

法人税等の支払額 △93,177 △13,115

法人税等の還付額 3,253 31,386

営業活動によるキャッシュ・フロー 701,856 362,046
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △449,200 △661,546

定期預金の払戻による収入 480,476 563,700

使途制限預金の預入れ △22,132 △17,690

有形固定資産の取得による支出 △2,666 △9,877

有形固定資産の売却による収入 11,309 17,930

貸付金の回収による収入 3,326 3,326

関係会社貸付金の回収による収入 128,500 －

その他 2,150 8,789

投資活動によるキャッシュ・フロー 151,764 △95,368

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △669,390 △155,700

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △12,042 △12,042

関係会社長期借入金の返済による支出 － △19,765

リース債務の返済による支出 △10,367 △10,633

その他 2 △139

財務活動によるキャッシュ・フロー △591,796 △198,279

現金及び現金同等物に係る換算差額 136 3,419

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 261,960 71,818

現金及び現金同等物の期首残高 967,910 1,296,087

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △505,999

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,229,870

※
 861,906
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する

事項の変更

(1）合同会社ＡＳＮファーストは第２四半期連結会計期間において実質的支配力がなくなっ

たため、連結の範囲から除外しております。

(2）変更後の連結子会社の数

　　８社

２．会計処理基準に関す

る事項の変更

(1）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、それぞれ503千円減少し、

税金等調整前四半期純損失は10,212千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は15,559千円であります。

(2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20

年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「受取配当金」（当第３四半期連結累計期間は567千

円）は金額的重要性が乏しくなったため営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「受取配当金」（当第３四半期連結会計期間は259千

円）は金額的重要性が乏しくなったため営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．市場価格のない株式の減損処理 市場価格のない株式の発行会社の財政状態が悪下しているかどうかの判断

にあたっては、四半期会計期間末までに入手し得る直近の財務諸表を使用す

る方法によっております。 

３．たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

４．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

５．減損の兆候 減損の兆候にあたっては、前連結会計年度末以降に使用範囲又は方法につ

いて当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく低下させる変化を生

じさせるような意思決定や、経営環境の著しい悪化に該当する事案が発生し

たかどうかについて留意し、兆候を把握するか否か決定する方法によってお

ります。

６．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

７．重要性が乏しい連結会社における簡

便的な会計処理 

重要性が乏しい連結会社においては、重要な企業結合や事業分離、業績の著

しい好転又は悪化及びその他の経営環境に著しい変化がないと認められ、か

つ、当第３四半期財務諸表上の一時差異等の発生状況について大幅な変動が

ないため、税金費用の計算にあたり、税引前四半期純利益に、前年度の損益計

算書における税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗じて計算する方法に

よっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額  590,872 千円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額  589,320 千円

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産

(1）担保に供されている資産 (1）担保に供されている資産

現金及び預金

販売用不動産

建物・構築物(純額)

信託建物(純額)

土地

信託土地　

697,263

31,451

82,528

2,547,388

752,630

768,852

千円

計 4,880,115　 　

上記に対応する債務

短期借入金 1,299,856千円　

（長期借入金からの振替分含む）

長期借入金 3,113,842千円　

現金及び預金

販売用不動産

建物・構築物(純額)

信託建物(純額)

その他(純額)

土地

信託土地　

603,417

60,786

6,076,795

2,586,075

96,438

2,574,561

768,852

千円

計 12,766,927　  

上記に対応する債務

短期借入金 12,375,556千円　

（長期借入金からの振替分含む）

長期借入金 125,884千円　

(2）上記(1)の資産のうち、取引先の金融機関借入金に対

する債務保証の担保に供されている資産

建物・構築物(純額)（建物）

土地　

41,938

479,109

千円

計 521,047　 　

上記に対応する保証債務　 30,351千円

(3）上記(1)、(2)の他に株式会社アパマンショップホー

ルディングスの借入金に対する債務保証の担保に供

されている資産

建物・構築物(純額)（建物）

信託建物(純額)

土地　

信託土地　

3,218,031

213,035

1,953,851

140,479　

千円

計 5,525,397　  

上記に対応する保証債務　 19,000,000千円

(2）上記(1)の資産のうち、取引先の金融機関借入金に対

する債務保証の担保に供されている資産

建物・構築物(純額)（建物）

土地　

44,174

479,109

千円

計 523,283　  

上記に対応する保証債務　 30,351千円

(3）上記(1)、(2)の他に株式会社アパマンショップホー

ルディングスの借入金に対する債務保証の担保に供

されている資産

建物・構築物(純額)（建物）

信託建物(純額)

土地　

信託土地　

3,306,801

216,926

1,969,897

140,479　

千円

計 5,634,104　  

上記に対応する保証債務　 19,000,000千円

　３．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、

債務保証を行っております。

　３．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、

債務保証を行っております。

株式会社土肥ふじやホテル 30,351千円

株式会社アパマンショップ

ホールディングス

19,000,000千円　

なお、株式会社アパマンショップホールディングス

の金融機関からの借入に対する債務保証は、当社以外

に株式会社アパマンショップネットワーク及び株式会

社アパマンショップリーシングも連帯して保証を行っ

ており、債務保証に関連する担保を株式会社アパマン

ショップホールディングス及びその子会社から受け入

れております。なお、当該債務保証については、債務保

証損失引当金を計上する必要はないと判断しておりま

す。

株式会社土肥ふじやホテル 30,351千円

株式会社アパマンショップ

ホールディングス

19,000,000千円　

なお、株式会社アパマンショップホールディングス

の金融機関からの借入に対する債務保証は、当社以外

に株式会社アパマンショップネットワーク及び株式会

社アパマンショップリーシングも連帯して保証を行っ

ており、債務保証に関連する担保を株式会社アパマン

ショップホールディングス及びその子会社から受け入

れております。なお、当該債務保証については、債務保

証損失引当金を計上する必要はないと判断しておりま

す。
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当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※４．財務制限条項

当社連結ファンドの一部は、金融機関及び親会社であ

る株式会社アパマンショップホールディングスからの借

入によって資金調達を行っておりますが、当該金融機関

との借入契約については財務制限条項が付されており、

下記の条項に抵触した場合、借入金の全てについては期

限の利益を失い、借入金元本及び利息を支払うことに

なっております。

　　(条項）

① 親会社である株式会社アパマンショップホールディ

ングスの発行する株式その他の有価証券について、上場

されている証券取引所等における上場廃止基準に該当

したとき、又は上場廃止基準に該当するおそれがあると

認められる相当の事由があり、当該金融機関の債権保全

のために当該金融機関が必要と認めたとき。

② 当該連結ファンドを含む関係者の解散、支払不能、破

産手続や会社更生手続等の開始の申し立てがあった場

合

③ 当該連結ファンドの事業又は財務状態が悪化し、もし

くはそのおそれがあると認められる相当の事由があり、

当該金融機関の債権保全のために当該金融機関が必要

と認めたとき。

※４．財務制限条項

(1）当社連結ファンドの一部は、金融機関及び親会社で

ある株式会社アパマンショップホールディングスから

の借入によって資金調達を行っておりますが、当該金

融機関との借入契約については財務制限条項が付され

ており、下記の条項に抵触した場合、借入金の全てもし

くは一部の期限の利益を失い、借入金元本及び利息を

支払うことになっております。

　　(条項）

① 当該連結ファンドの事業又は財務状態に重大な悪

化が生じたとき。

② 取得した鑑定評価額が借入額を下回っていた場

合。なお、当該条項に抵触の場合、その差額相当につ

いて期限の利益を失います。

 (2）当社連結ファンドの一部は、金融機関及び親会社で

ある株式会社アパマンショップホールディングスから

の借入によって資金調達を行っておりますが、当該金

融機関との借入契約については財務制限条項が付され

ており、下記の条項に抵触した場合、借入金の全てにつ

いては期限の利益を失い、借入金元本及び利息を支払

うことになっております。

　　(条項）

① 親会社である株式会社アパマンショップホール

ディングスの発行する株式その他の有価証券につい

て、上場されている証券取引所等における上場廃止

基準に該当したとき、又は上場廃止基準に該当する

おそれがあると認められる相当の事由があり、当該

金融機関の債権保全のために当該金融機関が必要と

認めたとき。

② 当該連結ファンドを含む関係者の解散、支払不能、

破産手続や会社更生手続等の開始の申し立てがあっ

た場合

③ 当該連結ファンドの事業又は財務状態が悪化し、

もしくはそのおそれがあると認められる相当の事由

があり、当該金融機関の債権保全のために当該金融

機関が必要と認めたとき。

※５．当社及び連結子会社においては、取引銀行２行と当

座貸越契約を締結しております。当第３四半期連結会

計期間末の借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 475,000千円

借入実行残高 425,000千円

差引額 50,000千円

※５．当社及び連結子会社においては、取引銀行２行と当

座貸越契約を締結しております。当連結会計年度末の

借入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額 475,000千円

借入実行残高 425,000千円

差引額 50,000千円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬      61,472千円

従業員給料手当 160,962

賞与引当金繰入額 8,291

退職給付費用 8,616

役員退職慰労引当金繰入額 12,861

出向負担金 36,260

支払手数料 201,430

役員報酬      45,800千円

従業員給料手当 142,232

賞与引当金繰入額 3,661

退職給付費用 11,566

役員退職慰労引当金繰入額 11,195

貸倒引当金繰入額 10,000

出向負担金 29,344

支払手数料 97,310

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬   19,632千円

従業員給料手当 46,636

賞与引当金繰入額 8,291

退職給付費用 3,792

役員退職慰労引当金繰入額 3,731

貸倒引当金繰入額 200

出向負担金 9,523

支払手数料 37,943

役員報酬   18,300千円

従業員給料手当 47,842

賞与引当金繰入額 3,661

退職給付費用 2,936

役員退職慰労引当金繰入額 3,731

貸倒引当金繰入額 1,000

出向負担金 8,469

支払手数料 20,566

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金預金勘定 2,142,604千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △632,897

担保差入預金 △228,648

使途制限預金 △49,867

別段預金 △1,320

現金及び現金同等物 1,229,870

 

現金預金勘定 1,935,999千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △698,969

担保差入預金 △356,263

使途制限預金 △17,690

別段預金 △1,168

現金及び現金同等物 861,906
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　51,224,916株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　 619,140株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

開発・
ＰＩ事業
（千円）

アセット
マネジメン
ト事業 
（千円）

その他
の事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
1,174,004194,618372,49425,3681,766,485－ 1,766,485

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 1,392 1,392(1,392) －

計 1,174,004194,618372,49426,7611,767,878(1,392)1,766,485

営業利益又は営業損失

(△)
17,487△8,473169,4422,537 180,994(48,572)132,422

 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

開発・
ＰＩ事業
（千円）

アセット
マネジメン
ト事業 
（千円）

その他
の事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
3,445,111699,8621,128,93379,9635,353,870－ 5,353,870

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5 － － 3,758 3,763(3,763) －

計 3,445,117699,8621,128,93383,7215,357,633(3,763)5,353,870

営業利益又は営業損失

(△)
95,548△34,548571,6295,046 637,675(153,026)484,649

　（注）１．事業区分の方法

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分に属する主要な内容

建設事業………………………建築・土木その他建設工事全般に関する事業

開発・ＰＩ事業………………不動産の売買・賃貸等に関する事業、プリンシパル・インベストメント事業

アセットマネジメント事業…ファンド事業、コンサルティング事業

その他の事業…………………木材等の加工及び販売、賃貸マンション・分譲マンションの管理、損害保険代

理、情報処理サービス業、情報提供サービス業、在宅介護支援サービス業等に関

する事業

３．会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間

（工事契約に関する会計基準）　

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間に係る建設事業の売上高は609,145千円、

営業利益は59,551千円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、建設、開発・ＰＩ、アセットマネジメント等の複数の事業を営んでおり、その事業区分ごとに当社

及び当社の連結子会社が単一もしくは複数の事業に従事する事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、事業別のセグメントから構成されており、「建設事業」、「開発・ＰＩ事業」及び

「アセットマネジメント事業」の３つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、建築・土木その他建設工事全般に関する事業を行っております。「開発・ＰＩ事業」は、不動産の

売買・賃貸等に関する事業、プリンシパル・インベストメント事業を行っております。「アセットマネジメント事

業」はファンド事業、コンサルティング事業を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２　

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注）３
　

建設事業
開発・
ＰＩ事業

アセット
マネジメン
ト事業 

計

売上高      　  

(1）外部顧客への売上高 1,826,464343,256895,3333,065,05475,839 － 3,140,894

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － 3,192△3,192 －

計 1,826,464343,256895,3333,065,05479,032△3,1923,140,894

セグメント利益又はセグメント

損失(△)
69,224△58,576407,308417,9574,839△150,856271,940

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材等の加工及び販売、賃貸マン

ション・分譲マンションの管理、損害保険代理、情報サービス業、在宅介護支援サービス業等に関する事業等を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△150,856千円には、セグメント間取引消去△3,192千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△147,664千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）  　　  　　　　　　　（単位：千円）

  

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２　

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注）３　

建設事業
開発・
ＰＩ事業

アセット
マネジメン
ト事業 

計

売上高      　  

(1）外部顧客への売上高 733,80696,556180,2911,010,65423,027 － 1,033,681

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － 1,047△1,047 －

計 733,80696,556180,2911,010,65424,074△1,0471,033,681

セグメント利益又はセグメント

損失(△)
30,347△17,34188,770101,7772,546△50,18254,141

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材等の加工及び販売、賃貸マン

ション・分譲マンションの管理、損害保険代理、情報サービス業、在宅介護支援サービス業等に関する事業等を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△50,182千円には、セグメント間取引消去△1,047千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用△49,135千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

（固定資産に係る重要な減損損失）

「アセットマネジメント事業」セグメントにおいて、一部の固定資産（賃貸物件）を譲渡することとなっ

たため、帳簿価額を正味売却価額まで減額しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結会計期間においては52,888千円であります。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

現金及び預金、受取手形・完成工事未収入金、工事未払金、短期借入金及び関係会社短期借入金が、企業集団の

事業運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,935,999 1,935,999 －

(2）受取手形・完成工事未収入金 378,613 378,613 －

(3）工事未払金 295,852 295,852 －

(4）短期借入金 1,299,856 1,299,856 －

(5）長期借入金 3,113,842 3,113,610 △231

(6）関係会社長期借入金 1,548,045 1,548,045 －

（注）金融商品の時価の算定方法

(1）現金及び預金、(2）受取手形・完成工事未収入金、(3）工事未払金及び(4）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5）長期借入金、(6）関係会社長期借入金

元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっており

ます。なお、短期間で繰上返済等を予定している借入金については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

　

（有価証券関係）

著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

当該資産除去債務が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

四半期連結会計期間末の時価　　7,311,576千円

四半期連結貸借対照表計上額　　9,130,433千円
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 126.56円 １株当たり純資産額 125.37円

 

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）　

１株当たり四半期純利益金額 5.94円 １株当たり四半期純利益金額 0.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益金額（千円） 300,526 27,180

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 300,526 27,180

期中平均株式数（千株） 50,607 50,606

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1.60円 １株当たり四半期純損失金額 0.47円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失金額

（△）（千円）
81,126 △23,994

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
81,126 △23,994

期中平均株式数（千株） 50,607 50,606
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１．定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関する付議決議等

当社は、平成23年１月25日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定款一

部変更及び当社による全部取得条項付普通株式の取得について、平成23年３月22日開催予定の臨時株主総会及び普通

株主様による種類株主総会に付議することを決議いたしました。

当社の普通株式は、現在、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場されておりますが、当該臨時株主総

会及び普通株主様による種類株主総会において、会社原案どおり承認可決されますと、大阪証券取引所の定める上場廃

止基準に従い、所要の手続きを経て上場廃止となる見通しであります。

２．子会社株式の譲渡

当社は、平成23年１月25日開催の取締役会において、連結子会社の五朋建設株式会社の株式の一部を譲渡することを

決議いたしました。　

(1）譲渡の理由

当社は、平成９年12月に既存事業との相乗効果が高いとの判断により、五朋建設株式会社の株式を取得し今日に

至っておりますが、当社を取り巻く厳しい経営環境の中、今後は従前にも増して有限の経営資源を当社自体に集中的

に投下して事業展開すべきであると判断しており、他方で五朋建設株式会社においては、これまでよりも独立性のあ

る経営体制で事業を継続したいという意向でありました。

このように双方の利害が一致し、なおかつ一定の資本関係を保持する中で今後とも業務提携を維持したいとの意

思の合意が得られたため、株式の一部を同社に譲渡することといたしました。

(2）譲渡先の名称

五朋建設株式会社（自己株式取得）

(3）譲渡の日程

平成23年１月25日　　　　取締役会決議

平成23年３月中（予定）　株式譲渡期日

(4）当該子会社の概要

① 名称　　　　　　　　 五朋建設株式会社

② 所在地　　　　　　   静岡県静岡市駿河区曲金２丁目８－39

③ 代表者　　　　　　　 代表取締役社長　杉山　聡一

④ 事業内容　　　　　　 建設事業、不動産事業

⑤ 当社との取引内容　　 なし

(5）譲渡株式数、譲渡価額、譲渡損益及び譲渡後の持分比率

① 譲渡株式数　 　　　　18,939株

② 譲渡価額　　　　　　 259,994千円

③ 譲渡損益　　　       連結損益に与える影響はありません。

④ 譲渡後の持分比率　   29.2％
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

３．連結子会社の固定資産の譲渡

当社は、平成22年12月21日及び平成22年12月28日開催の取締役会において、連結子会社が保有する固定資産（不動産

及び信託受益権）の譲渡を決議し、平成23年１月27日に譲渡いたしました。

(1）譲渡の理由

当社グループにおける有利子負債の圧縮による財務体質の改善を目的として、譲渡することといたしました。

(2）譲渡資産の内容

会社名 資産の内容及び所在地 帳簿価額
譲渡価額

(消費税等含む)　
現況

有限会社ＡＳＮディベ

ロップメント

① 岩手県盛岡市盛岡駅前通二丁目

205番４

土地 281.49㎡

建物 1,337.19㎡

237,322千円 200,000千円 賃貸マンション

② 岩手県盛岡市材木町299番１,２

　300番１

土地 604.28㎡

建物 2,529.12㎡

499,810千円 390,000千円
賃貸マンション・

賃貸店舗

合同会社ＡＳＮセカンド

③ 熊本県熊本市辛島町４番２(外

９筆)（信託受益権）

土地 2,051.46㎡

建物 14,988.83㎡

3,316,241千円 2,420,000千円
賃貸マンション・

賃貸店舗

有限会社ＡＳＮサーブ

④ 新潟県新潟市中央区上大川前通

七番町1168番１

土地 1,104.27㎡

建物 1,793.46㎡

314,788千円 274,344千円 賃貸駐車場

(3）譲渡の相手先

① 岩手県盛岡市盛岡駅前通二丁目205番４に所在する土地及び建物

有限会社堀合紙器

② 岩手県盛岡市材木町299番１,２ 300番１に所在する土地及び建物

睦興産有限会社

③ 熊本県熊本市辛島町４番２（外９筆）に所在する土地及び建物（信託受益権）

株式会社明和不動産

④ 新潟県新潟市中央区上大川前通七番町1168番１に所在する土地及び建物

日生不動産販売株式会社　

(4）譲渡の日程

物件引渡日　　　平成23年１月27日

４．連結子会社の借入金返済

当社の連結子会社である合同会社ＡＳＮセカンドは、有利子負債の圧縮を目的として、平成23年１月27日に長期借入

金3,000,000千円を返済いたしました。　

　

（リース取引関係）

著しい変動がないため、記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月12日

株式会社ＡＳ-ＳＺＫｉ

取締役会　御中
 

霞が関監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野村　聡　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 舩井　宏昌　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＳ-ＳＺ

Ｋｉの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＳ-ＳＺＫｉ及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年２月14日

株式会社ＡＳ-ＳＺＫｉ

取締役会　御中
 

霞が関監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野村　聡　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 舩井　宏昌　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＳ-ＳＺ

Ｋｉの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平

成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＳ-ＳＺＫｉ及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用してい

る。

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成23年１月25日開催の取締役会において、種類株式発行に係

る定款一部変更、全部取得条項に係る定款一部変更及び会社による全部取得条項付普通株式の取得について、平成23年３

月22日開催予定の臨時株主総会及び種類株主総会に付議することを決議した。

３．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成23年１月25日開催の取締役会において、連結子会社である

五朋建設株式会社の株式の一部を譲渡することを決議した。

４．「重要な後発事象」に記載されているとおり、連結子会社である有限会社ＡＳＮディベロップメント及び合同会社Ａ

ＳＮセカンド並びに有限会社ＡＳＮサーブは、保有する固定資産を平成23年１月27日に譲渡した。

５．「重要な後発事象」に記載されているとおり、連結子会社である合同会社ＡＳＮセカンドは、平成23年１月27日に長期

借入金を返済した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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